
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
秋田県 潟上市
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[116,967円]

類似団体内順位

29/128
全国市町村平均

115,856
秋田県市町村平均

140,079

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

245,489

84,141

138,484
132,816132,082130,591136,605

H21H20H19H18H17

116,967
112,070117,396114,476

134,875

給与水準 （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.05人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [100.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
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将来負担の状況

類似団体平均

潟上市
※類似団体平均を100とした
ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】
財政力指数の値は年々改善されてきたが、市の収入源である法人税などの落ち込みにより２１

年度は前年と同率となった。類似団体平均よりも財政力指数は低くなっているので、行政改革大
綱に基づき歳出を抑制し、さらに自主財源の確保に努めて財政の健全化を図っていく必要があ
る。

【経常収支比率】
経済の低迷による生活保護費などの扶助費や国保、下水道などの特別会計への繰出しが他

の市町村よりも多くなっている。また、電算システムなどの保守委託料などが比率を押し上げて
いる。今後、現在の分庁方式を解消し、機能の集約・統合により経常経費の削減を図る。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】・【人口千人当たり職員数】
定員適正化計画の遂行による職員の減少やまた臨時職員の雇用形態の見直しを行い、歳出

の抑制に努めているため、類似団体平均を下回っている。

【ラスパイレス指数】
合併前の旧町間の格差を是正するため、合併当初から給料調整を行っているため、年々指数

は増加傾向にあるが、類似団体平均や全国平均より下回っている。

【実質公債費比率】
過去に行った公共投資により、平成１７年度では１９．６％と類似団体平均より３．５ポイント悪

い状態であったのが、平成１８年度に「公債費負担適正化計画」を策定し、借入額が償還額を上
回らないようにするなど市債発行額の抑制を行い、また繰上償還や過去に発行した高金利の市
債を低金利の市債に借換を行うなどして改善を図った結果、平成２１年度には平成１７年度に比
べ３．５ポイント改善された。

【将来負担比率】
実質公債費比率同様、過去に行った公共投資の結果や下水道事業の推進により、全国平均よ

り数値は悪化している。しかしながら、市債発行額を抑制し、繰上償還などを積極的に行ってき
たことで平成２０年度よりも２１．６ポイント改善されている。
今後、大規模事業を計画していることから、さらに改善を図る必要がある。


